基調講演１　　　　「電動車いす訴訟」完全勝訴判決のご報告
2015年11月7日　介護保障ネット３周年シンポジウム　
介護保障ネット スタッフ弁護士　國府　朋江（福岡）
１　当事者の紹介
　　２０代女性（小林奈緒さん）
　　心臓機能障害　　身体障害１級
　　＝手足の機能的には「歩くことができる」
　　最大で２００メートル程度連続して歩くことができる（ただし、歩いた時は３０分程度休まなければならない）。
　　常にチアノーゼが出ている状態。酸素飽和度は９７％程度。
　　５０メートル歩いた程度でも体はだるくなる。
　　家の中では２階には上がることはできない。
２　普段の生活
　　小学校は自分で登校していたが、走り回る遊びはできず、家の中で友達と遊ぶことが多かった。
　　中学校、高校は両親に送り迎えしてもらい、なんとか卒業。
　　家の中や、家のすぐ近くでできる遊びをしていた。その中で、カメラに出会う。
　　高校卒業後、写真撮影を学びたいと思い、写真の専門学校に入学。
　　博多駅から４００メートルほどの場所にある学校への通学がつらく、入学後１か月で休学→退学。
　　家の中では自力で歩いているが、外出時は必ず両親が車いすを押して移動。
３　電動車いすとの出会い
　　専門学校を退学後、家の中で被写体を作って撮影したり、家から５０メートルほどの場所にある公園で撮影をしていた。時々、両親に遠くに連れて行ってもらい、撮影をしていたものの、両親に対する遠慮があった。
　　テレビでセグウェイを見る。
　　わずかな体重移動だけで移動できる移動手段があれば、もっと自由に外に出ることができるのに…
　　「常に両親に付き添われて移動するのではなく、自分の意思で自由に動ける範囲を広げたい！障害があっても社会の中で自分らしく生きていく一歩を踏み出したい！」
　　→２０１１年１０月２０日、電動車いす費用（補装具費）を申請
　　　主治医の意見「家庭内での極めて温和な日常生活活動には支障がないが、それ以上の活動では心不全症状若しくは狭心症症状がおこるもの、又は頻回に頻脈発作を起こし、救急医療を繰返し必要としているもの。」
　
４　却下処分と訴訟提起
２０１２年３月６日　　　　却下処分
　　　「原因となる疾病から日常生活活動が著しく制限されているとは考えにくく、生活、社会活動状況（通学を含む）から、現段階では障害者自立支援法における電動車いすの対象とは認められない」
２０１２年１１月１４日　　訴訟提起
　　　　　　　　　　　　　（平成２４年（行ウ）第７８号）
５　訴訟で求めたもの
　　①却下処分の取消
　　②補装具費を支給する決定の義務付け
６　訴訟の中で明らかになったこと
（１）被告の市は補装具費の支給にあたって何も判断していない
　　　福岡県更生相談所が不支給の決定をし、それに従っただけと主張。
法律の規定上は、更生相談所の「意見を聴くことができる」となっているが、更生相談所の意見に完全に従っていた。
更生相談所が支給しないとの判断をしても、市独自で支給するという判断をしても何ら問題はないが、財政の問題があるのか・・・
（２）福岡県更生相談所が不支給の判断をした経緯
　　・一番重視したのは「連続して２００ｍ、５分程度の歩行ができること」
　　・その他、一定の歩行は可能であるし、電動車いすを支給されても一人で外出することはないという話だったこと、家族と同居していて日常的な外出時は家族による送迎・介助があることから、電動車いすがないと日常生活が著しく困難になるとは言い難いと判断した。
　　・将来に向けて現実的な就労・就学の予定がなく、具体的な検討もなされていないことから、積極方向に評価すべき点はなかった。
　　・写真の公開講座に通っているということは単なる趣味嗜好の問題。
７　奈緒さんの思い
	私は、今現在、ほとんどの時間を家の中で過ごしています。家の中でやっていることは、食べること、寝ること、ＴＶ、パソコン、あとは写真教室で使う写真の現像くらいです。
外出するのは、両親に送迎してもらっての写真教室、家族旅行、家族での外食とそのついでの買い物程度です。外出先では両親に車いすを押してもらっています。
これが成人した大人である私の「日常生活」なのです。
確かに、その限りでは、電動車いすがなくても、維持・継続していくことは可能です。
私が、他の人と同じように、自分ひとりで外に出たい、誰かに付き添われてではなく、ひとりで色んな経験をしたい、と望むのは、許されないことなのでしょうか。
「自分で買えないのなら、家にいろ」と言われたように感じました。仕事もせず、車いすを買う金がないのだから、家から出るな、そう言われたのだと思いました。（意見陳述より）
長く生きたいと思ったことはありませんし、長く生きることを特別に重要視したこともありません。親にもいつも私の方が先に死ぬからと言っています。
　私は長く生きることよりも、もっと活動範囲を広げて、中身の充実した人生を送りたいと思っています。
　先天性の心臓病のことをよく理解してください。
　私が今までどんなふうに生活をしてきたのか、今後、現状維持のままではどのように生活していかざるを得ないかを想像してください。そうすれば、私にとって電動車いすがどんなに必要なものかということが分かっていただけると思います。（原告本人尋問より）


８　裁判所の判断（２０１５年２月９日判決言渡）
（１）結論
　　①処分を取り消す
　　②被告市は補装具費の支給をせよ
　　→完全勝訴！！
（２）理由
　■　補装具費の支給の判断にあたって考慮すべきこと
　　第一には障害者の身体の状態というべきであるが、…当該身体の状態により当該障害者が日常生活または社会生活を自立して営むことがどれ程困難となっているかといった観点から、当該障害者の生活状況等についても考慮すべきである。
　→日常生活や社会生活について考えなさい！
■では、補装具費を支給しないとした今回の決定については？？
　筑後市の処分＝更生相談所の判断に完全に従っている
　→更生相談所の判断がおかしいかどうか判断
　■歩行能力について
　　更生相談所
　　・原告が更生相談所に来た時、駐車場から７０ｍ歩いてきた
　　・面談で「最大何メートル、何分くらい歩けますか？」と聞いたところ、
　　　原告は専門学校に通っていた時（１年半以上前）のことを思い出して
　　　「５分、２００ｍくらい歩けます」と答えた。
　　　→ここから、「５分、２００ｍ歩ける」と判断
　　裁判所
　　・その距離を歩いた時の状況、身体の状況（実際息切れして３０分くらい休まないといけない）を原告から聞き取るべきだった。
・聞き取れば、休憩をはさみつつも、２００ｍ歩けば息切れ、落ち着くま　　でに３０分以上必要と分かっていれば、「２００ｍ歩ける」といえるかは疑問である
　　・原告の自宅から最寄りのスーパーマーケットまで片道最短２４０ｍ
　　　２００ｍ歩けたとしても、店までたどり着くことができない
　　　買い物をするには店内を歩き回らないといけない
　　　帰りは荷物を抱えて行きと同じ距離を移動しなければならない
　　　→「日常生活を自立して営めない」
・自宅から２００ｍ範囲内に
　　　銀行、投票所となるような公民館などはない
　　　更生相談所は検討すらしていない。
・家族と出かけた先で・・・
　　　原告は買い物や写真撮影をしたいと言っていた。
　　　２００ｍ（時速４ｋｍで３分の距離）を前提とした行動半径ではこのような目的を達成できるとは考え難い。休憩を挟もうにも、休憩できる設備があるとは限らない。
■外出時の両親の介助について
　　更生相談所
　　・原告は両親と同居している。
　　・電動車いすが支給されても、原告が外出するときには両親またはいずれかが同行すると回答した
　　→外出時には必ず移動の介助が受けられると判断した
　　裁判所
　　・両親は両下肢障害があり、車いすを手押しすることは困難
　　・母が付き添わない限り、移動の介助は受けられない
　　・父だけでは、電動車いすなしでは外出できない（父は見守りの趣旨で同行しているだけ）
■就学・就労の予定について
　更生相談所
　・原告が更生相談所からの聴き取りに対して、現在、就学・就労しておらず、具体的な予定はないと回答した
　→電動車いすを使用する具体的な予定がないと判断
　裁判所
　・原告は申請の１年半前に体調不良を原因として写真の専門学校を退学しているが、退学後も短大の公開講座に通ったりして写真を学び続けていることからすると、歩行能力の問題がなければ専門学校に通学し続けていたはず。就学していなかった原因は心臓の状態に起因する歩行能力の不足。
・更生相談所は身体の状態を踏まえて退学の理由を尋ねれば、事情を把握できたはず。原因を捨象し、現に就労就学していないという事情のみを取り上げ、移動の必要性が就労就学している場合に比べて低いと評価することは明らかに不合理。
・上記のような経緯で退学してからさほど間もない原告に対し、電動車椅子が支給されていない状態で支給後の予定、希望を尋ね、それに具体的に回答できなかったことから、希望を有しておらず、支給する必要性が低いと評価することは早計。
■まとめ部分
考慮すべきことを考慮せず、考慮すべきでないことを考慮したことによって、「更生相談所は独力では日用品を買いに行くという日常生活の基本的な行為も十分に行えない程度の歩行能力しか有していない原告に対し、一定の歩行が可能であり、電動車いすがなければ日常生活や就労、就学等が極めて困難とまではいえないと判断しているが、このような判断内容は、原告の身体の状態、生活環境等の諸条件その他の具体的な事情に照らし、障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう必要な給付その他の支援を掲げる障害者自立支援法の趣旨目的に反し、社会通念に照らし著しく妥当性を欠く」
→裁量権を逸脱濫用した違法な処分であると判断
９　その後～
　・被告市は控訴せず判決が確定
　　（控訴するかどうかという会議の際、更生相談所の判断に従うというだけでは駄目なんですね、という話が出ていた模様）
　・４月１０日　電動車いすゲット　
１０　介護保障との関係
　障害者総合支援法
　「第一には障害者の身体の状態というべきであるが、…当該身体の状態により当該障害者が日常生活または社会生活を自立して営むことがどれ程困難となっているかといった観点から、当該障害者の生活状況等についても考慮すべきである。」との判示部分から、介護給付費の支給決定にあたっても、日常生活または社会生活を営むという観点から必要な事実関係を考慮して適切な支給決定をしなければならないといえる。
　　　
参考）賃金と社会保障１６３２号
　　　法学教室２０１５年７月号
　　　中京法学５０巻１号（２０１５年）
判決文のご用命は國府まで。
　福岡市中央区大名２－１０－２９　福岡ようきビル２階
　福岡第一法律事務所　　　TEL　０９２－７２１－１２１１
弁護士　國府　朋江
基調講演２　　弁護団方式による交渉事案の成功例から見た
重度訪問介護の支給量交渉
介護保障ネット スタッフ弁護士　髙野　亜紀
＆ご本人（Ｕさん）
１　当事者の紹介
３０代女性。
先天性筋ジストロフィーに罹患し，両下肢機能全廃（１級）・両上肢機能障害（２級）の障害等級認定を受けている。
　　中四国のとある市で現在両親と生活している。
２　介助の状況
・全身の筋力が低下しているため，日常生活には全て介助が必要。
・呼吸筋力低下のため，鼻マスクでの人工呼吸器を使用
→２４時間体制でのチェックが必要
・家では基本的にベッドの上で生活。
→褥瘡予防等のため体位交換が必要。
３　交渉前の介護支給の状況
・居宅介護・１か月当たり175時間＋重度訪問介護・１か月当たり50時間。
合計公的１か月当たり225時間（１日約7.5時間）。
　・昼間はヘルパーが介助，夜間は，トイレ介助、体位交換、唾液吸引等を父親が行っていた。
４　弁護団への依頼
　　～ご本人にお話しいただきます～
・弁護団に依頼しての交渉をやってみようと思ったのはなぜ？
・Ｕさんの周りの人たちの状況は？ 

　　
５　Ｕさんの希望
　・まずは実家を出て一人暮らしをしたい。
　・慣れたら，Ｔ市（県庁所在地）で一人暮らしをしたい。
　・ほかにも・・・。～ご本人にお話しいただきます～
６　弁護団の活動内容
⑴　時系列
　平成２６年５月　　Ｕさんが介護保障ネットへ相談
　平成２６年６月　　弁護団結成（地元県弁護士２名，近隣県の弁護士１名，アドバイザー弁護士１名）
　　　～～～～弁護団活動を開始！　※後ほど詳しく。～～～～
平成２６年７月　　地元弁護士１名弁護団に加入
　　　
　　　　　～～～～弁護団が活動～～～～　
　平成２６年１２月　　変更申請書提出
（重度訪問介護１日当たり２４時間+α）
平成２７年１月　　　弁護団が行政の担当課長及び担当者と面談
　平成２７年２月　　　市の担当者がＵさんとＵさんの母に対し，調査。　　　　　　　　　　　
二人介助の必要性について補充説明書を提出。
医師の意見書を提出。
審査会（地区の広域行政組合）開催
　平成２７年３月　　　希望どおりの支給決定！
⑵　具体的な活動の中身は？
　・Ｕさんからの聴き取り
　・ご家族からの聴き取り
　・ヘルパー派遣事業所からの聴き取り，資料集め
　・主治医からの聴き取り，意見書の作成のお願い
　・相談支援事業所の作成するサービス等利用計画案のチェック，すりあわ　　　
　　せ
　　　　↓
　変更申請書の作成
　　　　　　↓
　　　市の担当者との直接交渉
　　
⑶　本件の特色（困った点，苦労した点，反省点，良かった点など）
・なにぶん田舎なもので・・・
ヘルパー派遣事業所の協力が・・・！
市の担当者も初めての事案！
実家から独立するためには？
・弁護団が広域
・医師や市の担当者は協力的
～～主任Ｓ弁護士の感想～～
（感想・反省）
今回の事件の反省点は、申請書別紙の作成に時間がかかりすぎたことです。原因は、主任という立場にあった私が、私より経験のある弁護士が弁護団にいたため途中まで受け身・指示待ちになってしまっていたことです。Ｕさんには大変ご迷惑をおかけしました。お詫び申し上げます。
（地元での実働について）
Ｔ病院からの聴き取りや、市福祉課との交渉については、担当医師・担当者がとても協力的であったため、私には特に苦労はありませんでした。先生や担当者が、Ｕさんの社会参加したいという希望をよく理解しておられたからではないかと思います。
（初めて支給量事件をやってみての感想）
　記録の読み込みや聴き取りを通じて依頼者の具体的状況を把握することの必要性・重要性を再認識しました（支給量事件では依頼者の具体的状況の把握が特に必要・重要であると感じました。）。
７　支給決定を受けて
　　～ご本人にお話しいただきます～
　・弁護団を通じての交渉についての感想，意見，今後について，など。
８　支給量事件とは・・・？
【事例１】山口県の事例
　　　配偶者と別居予定のALS患者が
８７２時間の重度訪問介護の支給決定を受けた事案
2015年11月7日　介護保障ネット３周年シンポジウム　
弁護士　國府　朋江（福岡）
１　事案の概要
　　夫と二人暮らしをしているALS（筋萎縮性側索硬化症）患者のNさんは、介護保険のみを利用し、１日２回（昼と夜）・１回あたり９０分、一ヶ月９０時間の身体介護を受け、その他の時間は全て夫が介護を担っていた。
　　２０１１年にALSを発症後、病状の進行に伴い、自分では首すら動かすことができなくなり、夫の肉体的・精神的負担が限界に達していたため、障害福祉サービスとの併給を求め、支給申請を行うことにした。
２　当事者について
　・本人は６７歳、夫は７０歳と高齢。
・下肢はわずかに動くものの、その他を動かすことができない。発語は十分にできるが、声の出しにくさを感じていた。
・夜間に鼻口マスク（NPPV）を使用し、呼吸補助を開始しており、呼吸筋の低下も徐々に進んでいた。
・夫は介護経験はなく、介護技術を取得する間もないままに本人の介護を行っていたため、膝、腰などに負担が生じていた。また、昼夜問わず介護を行っており、気の休まる時がないため、精神的にも限界に達していた。
本人の暮らす家（本人の実家）とは別に、元々夫と本人が暮らしていた自宅があったが、夫は本人の介護を行うために自宅を離れて生活をせざるを得なかった。
　十分な支給決定を得れば、夫は自宅に戻り、仕事をしながら生活をし、本人は実家で暮らすという生活を望んでいた。
３　支給申請
　・２０１５年３月に依頼を受け、数回のご自宅での打合せを経て６月２５日　　に弁護団作成の資料を提出
４　申請のポイント
　・２４時間介護の必要性
　　ほとんど身体を動かすことができず、全ての動作に介助が必要。
　　睡眠深度の深くなる夜間に鼻口マスクで呼吸補助を行っており、マスクがずれていないか、随時確認する必要がある。
　　呼吸筋の筋力低下が進んでおり、いつ気管切開をして呼吸器を付けなければならないか分からない状態。
　　身体を少しでも自力で動かすことができないため、痛み予防のために常に少しずつ身体の位置を調整しなければならない。
　・二人介助が必要な時間
　　入浴、外出時のトイレには二人介助が必要。
　　毎日の入浴と毎月行う外出の時間を積み上げ、１日２４時間介助（月７４４時間）に加えた。
　　外出は、本人のQOLの向上という意味合いに加え、医学的な見地からも必要性がある旨を記載。
　・添付資料
　　①ASLや鼻口マスク（NPPV）の基礎知識に関する資料、医学的知見に関する資料
　　②介護状況の写真報告書
　　③陳述書（本人、夫）
　　④他の地域における２４時間介護に関する資料
　　⑤介護日誌
　　～資料作成のため、肉体的に限界にきている夫にもたくさんご協力いただきました・・・～
　・申請時間
　　８９５時間の重度訪問介護を申請
　　　内訳：１日２４時間×３１日＝７４４時間
　　　　　　二人介助一ヶ月１５１時間
　　　　　　７４４時間＋１５１時間＝８９５時間
５　支給決定
　　８７２時間（うち移動加算５０時間）
　　（なぜ８７２時間になったのか、個人情報開示請求で資料を取寄せたが不明）
６　今後の課題
　　本人の自宅近くには月８７２時間のサービスを提供できる事業所がないため、自薦ヘルパーを募集し、育てていかなければならない。
　　支給決定を得てからが正念場です！！！
　　介護保険のみを使っていた頃は我慢していた、美術館やコンサートにも、早く行けるように・・・
以上
【事例２】京都府の事例①
　　　　　事例報告（京都）
－医療的ケアを必要としない方が２４時間介護を勝ち取った事例－
京都　大　江　智　子
１　事案の概要
　　Ｓ市で一人暮らしをしていたＫさん（申請当時２５歳）は，脳性麻痺により両上下肢機能麻痺を有している。２０１３年４月，京都府Ａ市に移住。２０１３年５月，最初の介護支給申請では，２４時間介護と１時間の２人介護を含む１か月７５５時間の仮決定。しかしその後，Ａ市における定型の２４４時間ベースに本決定をしたいとの要請。
Ｋさんの仮決定の時間数を確保すべく，Ａ市と交渉し，２０１４年５月～入浴介護１．５時間分については２人介護とする７９０．５時間の介護支給本決定が出された。
２　交渉の経緯
・市に対して情報公開請求
・２０１３年１０月：ケースワーカーと市の担当者との面談・弁護士同席
（市の担当者としても，２４時間の介護支給決定をしてもおかしくない事案だと思っているが審査会から疑問が出たので保留状態になっているとのこと。）
・Ｋさんからの聞き取り
・資料の作成（母親からの電話聴取，介護記録作成）
・２０１４年２月７日：上記資料に弁護士の意見書を添付して，市に提出
・２０１４年２月２１日：申請を踏まえて区のケースワーカーとの協議
・２０１４年４月１５日：再度審査会→７９０．５時間の支給が決定
３　問題となった点
①夜間の介護について，常時介護が必要か。
②脳性麻痺の影響ではなく精神的な影響もあるのではないか。
　③ピアカウンセラーを目指すＫさんは，日中，自立生活センターを利用していたが，デ
ィサービスなどを利用して生活介護を受けることはできないか。
４　課題
・あくまでもKさんの個別的事情を拾って非定型と判断した事例
今回は結果的にケースワーカーの理解を得られたが，基本的な発想には開きがある。今後も継続的な働きかけができないか
・弁護士が交渉に関わっていない，他ケースとの連携
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
【事例３】京都府の事例②
　　　　　　京都府Ｂ市事例報告
報告者　弁護士　浅井　亮
１　依頼の経緯
　平成２７年３月、Ａ市での２４時間支給量交渉事件の報告会を開催し、京都新聞で報道してもらう。介護保障ネットの京都府下での活動を知ってもらうために企画。この報告会にＩさんの支援者が参加していたことから依頼につながる。
２　事案
　Ｉさんは、ダンディウォーカー症候群（小脳の先天性形成障害と第４脳室の水頭症とが合併する病気）で知的障害と身体障害（室内を這って歩ける程度、視力等にも障害）区分５（後に区分６）、１種１級、療育手帳Ａ判定。
　Ｉさんはもともと府内の別の市町村で両親とともに暮らしていたが、弟も重度の障害があり二人の介護が厳しいこと、Ｉさんも家族と距離を取ることを希望されていたことから平成２６年夏にＢ市で一人暮らしを開始。
　Ｂ市側と事前の調整が十分でなかったこともあり、暫定的な支給（月～金は重度訪問介護（１７Ｈ）、生活介護（７Ｈ）、土日は両親の下へ）を支給し、様子を見て最終的な判断をすることとなった。
　５０日経過辺りから、Ｂ市は現在の状況から夜間に生命にかかわるような危険性が伴わないため見守りの必要性がない、脳の機能上の原因から見守りが必要と判断できないなどの理由で夜間の支給量を減らす方針を示し、平成２７年４月から一日１時間分の支給量を減らし、８月に最終的な支給額を決めると判断。
　４月になり実際に支給額が減らされ始めたため、５月ころから支援団体からＡ市事件の相談支援事業所に依頼。
３　弁護団の対応
　弁護団は、Ａ市事案と同じく大江弁護士と浅井、アドバイザーに長岡弁護士という体制となった。
６月５日　支援者と相談事業所にて会議、事案の聴き取りと方針の確認。
６月１１日　ご本人、家族、派遣事業所と面談し、意向の確認とＢ市との交渉状況を確認。まずは、４月以前の支給量に戻すことを目標にし、その後本当に必要な支給量を求めることとした。
６月１２日　Ｂ市担当者と面談。併せて自己情報の開示請求を行う。市としては毎月支給量を減らしている、という感覚ではなく、本当の支給量に戻しているという感覚である、などの説明を受ける。こちらから見守り行為の必要性を説明する一方で、行政側に伝えるべき情報が伝わっていないことを実感。日常の事務連絡の窓口を相談支援事業所に統一し、交渉に関するやり取りなどは弁護団が窓口となり、整理を行った。４月以前の支給量に戻すことについては回答を得られず。
６月２９日　各事業所とのサービス調整会議。日常の様子や介護状況などの確認。現在の体制の見直しが必要かなど検討。
７月１０日　弁護団と相談支援事業所との間で打ち合わせ。４月以前に戻させたうえで時間をかけて詳細な資料を作成するという方針を確認。
７月１３日　Ｂ市担当者と面談。相談支援事業所からサービス調整会議に基づく介護計画提出。弁護団は法的な部分や権利面でのフォローを行う。市担当者からは所内で検討するとの返答。
８月２０日　区分６に上がったことなどから来年２月末まで暫定的に支給量を土日も含めて１７Ｈ支給することを認める。ただし、医療的な見地からの資料を提出すること、行動支援のアセスを受けることなどを条件とする。来年２月末経過時に市町村審査会にかける予定とのこと。これまでの不明瞭な手続を改め、適正手続に乗せる意図を感じた。土日の日中について支給がなされていないこと（実家に戻ることを前提にしている？）、生活介護に行けないときなど緊急時の対応をどうするかについて、市側で検討することとなった。
８月３１日　市から土日の日中についても支給認めるとし５８３Ｈ／月の支給決定をするとの連絡。緊急時については事後的に書面提出で対応するとの返答。暫定的ではあるものの、ほぼ最終的な目標に近い数字を獲得することができた。暫定から確定的なものに移行するため、弁護団にて医療的な見地からの資料作りと実際の生活状況の記録作成などを行うこととなった。
９月８日　家族・事業所に現状を説明。資料作りへの協力を依頼。
４　本件の特徴と今後の課題
・知的障害の場合の介護計画の進め方、誰が主体となって決めていくか。
・事業所との距離。特定の事業者のために動いているとの疑念を抱かれないようにすることを心がける。
・交渉事案における弁護団の関わり方：本件では相談支援事業所が前面に出て交渉してくれた。行政との間で信頼関係を構築してくれたので、弁護団もあるべき障害施策の実現を後押しできるような議論を意識した。
・地方都市における運用実態：非定型の事案を扱うこと自体がまれで対応に困っていた部分もあったように思う。
→議論の進め方によってはよい方向へ劇的に変わる可能性もある。
・京都では２件とも交渉事案で暫定的な支給を受けながら交渉を続けることができた。今後もこのような形が基本となるように事例を積み重ねる。
以上
【事例４】静岡県の事例①
H市における事例報告書
河　野　　正
【依頼者】
Ｘさん　女性　当時２８歳
勁髄損傷による四肢麻痺（Ｃ１－Ｃ２の不完全麻痺）
身体障害者手帳
勁髄障害による上肢機能障害両上肢　１級
勁髄障害による下肢機能障害両下肢　１級
その他の障害
　拘束性換気障害､去痰不全
【事実経過】
2013.5.20　Ｘが障害者施設生活から離れて生活するため重度訪問介護７４４時間の介護給付費支給申請をするが、市が５０４時間の決定（①）をする。
2013.12.19　弁護団結成
2014.3.27　Ｘが市に重度訪問介護７４４時間の介護給付費増額申請をする。
2014.4.25　市が増額をしない決定（②）をする。
2014.5.20　①の期限を迎える。
Ｘが市に７４４時間で申請するが、市はまたしても５０４時間の決定（③）をする。
2014.6.24　Ｘが県に②について審査請求を申立てる。
2014.7.23　県が、①が期限を迎えたことをもって審査請求を却下する。
2014.7.25　Ｘは県に③について審査請求を申立てる。
2014.10.24　県が③を取り消す。
2014.11.4　市が③の取り消しを受けて重度訪問介護７４４時間を決定する。
【市の主張】
区は２４時間の支給決定に肯定的であったが、市が５０４時間以上は支給できないと主張し、事前協議が打ち切られる。
市はその後５０４時間の支給決定をした理由について明らかにせず､審査請求になって上限を設けていないと反論し､夜間の睡眠時間８時間は介護が不要と主張した。
【主張立証の工夫】
２４時間介護の必要性が見守りにあったことから介護日誌だけはその必要性が上手く伝えられないと思い，主張立証を工夫した。
Ｃ１－Ｃ２を損傷して見た目以上に重篤な障害であることを図表を使って説明した。一人では対応が困難となる具体的なケースを一つ一つ挙げ，いずれのケースでも放置されることで命に危険が生じうることを丁寧に説明した。
医師診断書に他覚所見，症状，今後どのような危険があるかについて書いてもらった。
以上
【事例５】静岡県の事例②
　事　例　報　告　（静岡）
静岡　　弁護士　木　村　絵　美　
弁護士　鳥　居　夏　貴　
（全国ネットアドバイザー弁護士　髙　野　亜　紀）
【事案】
　当事者は，静岡県Ａ市で一人暮らしをしている４０代の男性。
　幼少期に筋ジストロフィーとの診断を受け，その後徐々に全身の筋力が低下し，現在は眼球・口唇・指先をわずかに動かせるほかは自力で身体を動かすことが全くできない。
　平成１１年に気管切開手術を受け，この頃から人工呼吸器を使用して生活している。現在，本人は自発呼吸できない状態である。
　
【支給量変更申請前のサービス】
　１　重度訪問介護：月４８０時間（1日当たり１５.５時間弱）
　２　生活保護の他人介護料：４時間／日
　３　訪問看護：週３回
　４　訪問入浴：週１回
支給量が足りないため，ヘルパー派遣事業所の持ち出しで２４時間体制での介護を受けていた。
【交渉経過】
　弁護団が代理人となり，重度訪問介護による２４時間介護を求め，平成２７年３月２日付けで支給量を７４４時間とするよう求める支給量変更申請書を提出した。
支給量変更申請書には，本人や支援者から弁護士が聞き取りを行い作成した書面のほか，主治医の意見書などの資料も添付した。
その後，４月２１日に市と市の委託の事業所(第三者委員会)の調査が入り，５月２６日の非定型審査会において，重度訪問介護６０４.５時間（１日当たり19.5時間）とする決定が出された。
　
【審査請求】
　増額された重度訪問介護と従来の他人介護料を合わせれば１日当たり２３．５時間の支給となるが，２４時間にはなお不足があることや本人は重度訪問介護での２４時間介護を希望していることから，平成２７年７月２４日付けで県に審査請求書を提出した。
審査請求に対する市の主たる反論は，巡回介護等を利用すれば，本件当事者に２４時間介護は不要であるとの内容であった。
また，市は，アンビューバッグによる呼吸介助は医行為であり，介護職員は緊急時以外に行うことができないなどと主張し，訪問看護等の医療ケアを受ける機会を増やすべきとした（この点に関しては，支給量変更申請書の提出後決定が出るまでの間も，市の担当者から「人工呼吸器は医療サイド（訪看）がつけているから，人工呼吸器の管理は訪問看護で行うべきではないか。」，「訪問看護を増やせないのか。」，等訪問看護の利用を促す内容の発言が多数あった。）。その後９月１６日に，県の審査会委員１名の立ち会いのもと，本人の自宅において口頭意見陳述を実施した（他に県の職員３名，代理人弁護士２名，介護者１名同席）。
口頭意見陳述の様子は代理人においてビデオ撮影し，本人が特に伝えたい思いを述べた部分を資料として県に提出した。
【事例６】鹿児島県の事例
鹿児島県Ｚ市の事例
弁護士　増山　洋平
Ｘ氏（３０歳前半）
症状： デュシェンヌ型筋ジストロフィー、慢性呼吸不全（常時鼻マスク式呼吸器着用）。
相談時、県内A市の筋ジス病棟に入院中。Ｚ市に引っ越しての自立生活を希望。
実家は県内の別の市に在住。両親は共働き（介護ヘルパー）。
経過：
　２０１５年６月中旬：弁護団に相談。
　　相談の概要は、
・退院して２４時間重度訪問介護を希望している方がいる。
　　・自立生活センターがＺ市に相談に行ったところ、Ｚ市からは「前例がないから難しい」と言われた。
　　・既にＺ市内のアパートを契約しており、７月から家賃が発生する、急ぎたい、
とのこと。
　２０１５年６月２２日：最初の弁護団会議（鹿児島県の弁護士７名，長岡弁護士）。
　２０１５年７月２２日：入院先の病院を訪問し、顔合わせ・打合せ。
　　本人の話では、
　　・９月には退院する予定で、ヘルパーを確保している（雇用の問題）、
　　・重度訪問介護の申請日を８月１９日の予定とする、
　　とのこと。
　２０１５年８月１３日：本人の主治医が弁護団と会いたいとの連絡があり、面談実施。
　　主治医からは
　・今の症状（鼻マスク式呼吸器）だからこそ自立生活ができる。これ以上進むと退院は認められない、
　　・自立生活をするためには絶対に２４時間のヘルパーが必要。必要があれば私が市の
担当者と直接話をする、
　・以上について意見書を作成する、
　との話があった。
　２０１５年８月１８日：入院先の病院で最終打合せ（主治医・看護師も同席） 。
　２０１５年８月１９日：重度訪問介護（７４４時間＋移動加算４５時間）申請。
　　・弁護団意見書、医師意見書、看護サマリー、自立生活における必要な介助内容まとめ（本人作成）、私の生い立ちの記を添付。
　　・弁護団意見書のまとめ部分には、以下①～③を記載。
①７月中旬からアパートの契約をしていること、９月中旬には退院をして自立生活
を始める予定であること。
　　　②早期の決定を求めること、可能であれば、１か月単位の（仮の）支給決定を検討
してほしいこと（京都市の事例を指摘）。
　　　③自立生活開始後に生活状況を調査し、補充の意見書を提出する予定であること。
　２０１５年９月１日：市の担当者に、９月２５日付の退院で段取りを進めている旨連絡。
　　・市の担当者からは、
「暫定的措置として定型の（？）３６６．５時間で支給決定をして、それを超える部分について今後審査していく予定」
との連絡があった。
　２０１５年９月１４日：入院先の病院で、市の担当者による聴き取り調査。
　　　　　　　　　　　　弁護団、主治医、看護師、ケースワーカー等同席。
　　・調査後に市の担当者に今後のスケジュールを尋ねたところ、市の担当者からは、
①１、２か月単位の短い決定をしたい、
②決定後に月１回ほど生活の状況を調査したい、
③退院日より前に決定をしたい、
　　　との発言があった。
２０１５年９月２４日（退院日前日）：市の担当者と面談
市の担当者からは、
・①病状的に見守りが必要であることは理解した、
②審査会にかけたところ、医師等の委員から、むしろ通常の介護業者で本当に対応できるのか確認するように言われた、
③そこで事業所の担当者と面談をしたい、退院調整会議等の資料も出してほしい。
との発言があった、
　　→　弁護団は通常そこまでしないが、押し問答をするよりも早く決定がほしいこと、今回は特別にというニュアンスがあったことから、市の要求に応じることにした。
　２０１５年９月２５日：退院、自立生活開始
　２０１５年９月２８日：全業者に事務所に集まってもらい、市の担当者の聴取を受ける（弁護団も立ちあい）、その後翌日までに、退院調整会議の資料、全業者の契約書等を市に提出
　２０１５年９月３０日（付）：９月分（６日分）について月１４４時間（１日２４時間）の支給決定（うち重度訪問介護加算移動は月４５時間）。
　２０１５年１０月１日（付）：平成２７年１０月分～１２月分について月７４４時間（１日２４時間）の支給決定（うち重度訪問介護加算移動は月４５時間）。
　今後、月に１回程度、市の調査を受ける予定。
検討課題
・別の市からＺ市に引っ越しをして支給を受けることの問題点
　→住民票を移すタイミング等を検討したが、結果的には問題にならなかった。
・病院を退院して支給を受けることの問題点
　→今回は退院日が切迫しており、時間的な面では対応に追われた。
　実際の生活が始まっていないことから必要な介護のイメージを捉えにくい。
　→最終的には弁護団・行政共に、決定後に調査をして補充していく方向に。
・ぶつ切り介護論
　→当初の聴き取り調査時に市の担当者から「見守り不要な時間帯」について言及があったが、主治医がはっきりと否定。
・施設利用論　
　→当初の聴き取り調査時に市の担当者から言及があったが、本人が利用の意思を否定。
・家族介護論
　→当初の聴き取り調査時に市の担当者から本人の両親の状況について言及があった。両親は別の市に居住しており仕事もあるので、実際には介護は不可能。
・訪問看護・訪問入浴と重度訪問介護の併用
　→現時点では、調整はせず２４時間の重度訪問介護が支給されている
　　今後問題となる可能性あり
今後
・市の決定は年内の暫定的なものなので、今後の調査への対応、上記検討課題への対応を行い、支給量を減らされないように活動していく。
以上
（2ページ先に当事者の発表原稿）
【事例７】富山県の事例
富山県Ｋ市で２４時間介護が認められた事例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１５年９月３０日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弁護士　中村万喜夫
１　当事者
富山県Ｋ市在住の筋萎縮性側索硬化症患者Ｏ氏（男性・４９歳）。自宅で
一人暮らしをしている。日中には，ヘルパーによる介護を受けているものの，痰吸引が必要な場合等に備えて，近所の実家で暮らす妹及び母親がＯ氏の自宅で待機し，夜間には，ヘルパーがいないため，母親及び父親がＯ氏の自宅に泊まり，ナースコールがあった場合等に備えて待機しているという状況。
２　申請状況等
　２０１４年１２月ころから，２４時間介護が必要であることをＫ市に訴えるようになった。
　２０１５年３月１８日，Ｋ市に対し，月８２３時間の重度訪問介護を求めたが，同年４月１日時点では居宅介護合計２２２時間，重度訪問介護５４時間が認められているのみだった。
　同年４月下旬ころから，福井県の相談支援センター車輪跡，福井県の特定非営利活動法人コム・サポートプロジェクトの支援を受けつつ，Ｋ市との交渉開始した。
　当初，Ｋ市は，２４時間介護に対応できる事業所が富山県内にないことを理由に，２４時間給付を認めることに難色を示していたが，富山県内の事業所が引き受け可能であるとして，２４時間介護を認めるよう交渉を継続していた（事業所の存在を認識した時点で，Ｋ市は，２４時間介護について前向きな姿勢を示していた）。
３　弁護団関与までの経緯と関与後の状況
　Ｏ氏から弁護団への相談があり，２０１５年６月２６日に，学習会と懇親会を実施したが，この段階では，弁護団への正式依頼なし。
　同年７月中旬ころ，弁護団への依頼があり，弁護団が関与することとなった（現地弁護士３名＋アドバイザー弁護士１名（福岡の國府弁護士））。
　７月中旬，個人情報開示請求を行い，同月中に開示を受ける。
　車輪跡がサービス利用計画案の作成・提出を担当する一方，弁護団は，生活状況に関する調査を行い，資料作成を進める。
　８月上旬ころ，Ｋ市から，居宅介護合計２５２時間（身体介護１９０時間，家事援助６２時間）を支給する決定が出される。
　Ｋ市に対して，富山県内の事業所に依頼するのではなく，自薦ヘルパーを利用する方針に方針を変更した旨を報告するが，Ｋ市の姿勢に変化なし。
　８月１８日，重度訪問介護を８８２時間求める意見書等を提出する。このとき，現段階において，Ｏ氏が既に決定が出ている居宅介護合計２５２時間を重度訪問介護へ切り替えることを希望しておらず，これを前提に支給決定をして欲しい旨を口頭で伝える。
　９月２４日，重度訪問介護６３０時間，居宅介護合計２５２時間の支給決定を受ける。
４　今後の流れ
　Ｏ氏は，現在，自薦ヘルパーの募集を行っており（既に応募有り），その状況及び実績を見ながら，居宅介護分を重度訪問介護に随時変更していく予定である。
特別付録（ホームページにのみ掲載）

シンポ当日にskype生中継で発言した鹿児島県の交渉の当事者の発言原稿を掲載します。

ただいまご説明にもありましたが、私は今年９月下旬から自立生活を始めた者です。寝たきり、２４時間要介護、２４時間人工呼吸器を使用、今年で３１歳になります。入院歴は中学入学と同時に、でしたので期間にして１７年ほどでした。

　自立生活への思いは入院して２、３年で芽生えていた気がします。入院生活はたしかに「窮屈」でした。しかし私の場合、入院生活はそれに加え、身体的な負担も強いるものでした。職員の数も限られており、対応に限界があるためです。集団生活、病棟の流れに合わせることが身体的にも大きな負担となっていました。

　しかし、そのような様々なストレスやフラストレーションを抱えながら、私もいつの間にか３０代を迎えようとしていました。そして気が付くと「このままでいいのだろうか」と、今後の自分の人生について、思いを巡らさずにはいられない自分がいました。

　私は、ずっと燻らせていたままだった自立生活への思いが、にわかに熱を帯びていくのを確かに感じました。憧れではなく、現実のものにしたい、そう強く思いはじめました。

　ただ、決断には相当な覚悟も必要です。寝たきり、２４時間要介護、２４時間人工呼吸器を使用する私にとって、自立生活への壁は決して低いものではありません。

　しかしそれでも、考えれば考えるほど「このままでいいわけがない」という思いは強くなっていくばかりでした。

　そしてその時期から自立支援センターの方などに相談し、自立生活に向けての模索を開始したのでした。

　では実際に、どのような生活を送りたいと思ってきたか、ということについてですが、それはやはり「当たり前のことを当たり前にしていきたい」ということに尽きるのではないかと思います。

　ここでいう「当たり前」とは、病棟生活のようなベルトコンベアに載せられたような生活ではなく、自分の生活のほぼ全てを、自らの意思で、責任の上で決めていく生活、ということです。

　自分の体力に合わせた生活、それは自分の可能性・活動範囲を広げることにも繋がると考えています。

　そして現在、ようやく私は多くの方のお力添えにより、自立生活を現実のものにすることができました。

　実際に自立生活がスタートして一カ月とすこし。はじめこそ急激な環境の変化とにより、心と体は完全についていけていない状況でした。しかしいまではようやく環境的にも落ち着き、ヘルパーさんとの関係にも慣れ、ようやく新しい自分のライフスタイルを確立しつつあります。

　いまは毎日の何気ない瞬間に「生きている」ということを実感します。

　自分で考え、選択をし、そのこと一つ一つに責任を持つということ。それはベルトコンベアに載せられたような生活では、決して感じられなかったであろうものです。

　まだまだ思い描いていたこと、したいことは沢山あり、本当に、まだまだこれからなのです。

　今回、私は市とのヘルパー制度利用時間、いわゆる支給量の交渉において、弁護士の方に代理人としてお力添えをいただきました。

　自立生活を決断した時から、弁護士の方にお手伝いいただくというのは、一つの選択として頭にありましたが、それは最終手段としてのものでした。

　そして、いざ自ら市のほうに話をしに行ったわけですが、そこで直面したのは、私が自立生活を送る上での必須条件のうちの一つ、重度訪問介護２４時間支給量の獲得、それは想像以上に難しいという現実でした。

　弁護士の方にを代理人としてお力添えをいただく、そう決断するのに時間はかかりませんでした。

　弁護士の方に連絡をしたあと、肩の重荷が少し軽くなったのを感じました。実際、市との交渉の準備、そして交渉においてはとても頼もしく感じました。

　もし市との交渉を自らで行っていたらどうなっていたか。すくなくともスムーズに事を運ぶことができず、かなりの長期戦を強いられていたのではないかと思います。

　結果、私は重度訪問介護２４時間支給量を無事に獲得することができました。そして現在、多くの人の協力、そして様々な福祉サービスを利用し、安心・安全な自立生活を送れています。

　私のように「このような手段で、このような生活を送っている」というケース一つ一つの情報は、とても貴重なものであると思います。

　こういった情報を当事者、関係者に広く知っていただけたら、そして私自身、微力ながら、そういった礎に少しでもなれたら、とも思っています。

私からは以上です。

どうもご静聴ありがとうございました。

第一条 　この法律は、…障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他の支援を総合的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。





第二十二条 　市町村は、第二十条第一項の申請に係る障害者等の障害支援区分、当該障害者等の介護を行う者の状況、当該障害者等の置かれている環境、当該申請に係る障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して介護給付費等の支給の要否の決定（以下この条及び第二十七条において「支給要否決定」という。）を行うものとする。
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